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いわき市空き家バンク活用支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第

127号。）第12条の規定に基づく必要な援助として、空き家バンクへの登録を

目的とした相続、表示登記等の不動産登記及び空き家バンクに登録された空き

家の改修に要した費用の一部を補助することにより、空き家バンクへの登録を

促すとともに、空き家の有効活用を一層推進することを目的とする、いわき市

空き家バンク活用支援事業補助金の交付に関して、いわき市補助金等交付規則

（昭和45年いわき市規則第24号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 空き家バンク 特定非営利活動法人いわき市住まい情報センター（以下、

「センター」という。）が「いわき市における空家等対策に関する連携協

定」に基づき実施する、空き家情報の収集、調査、登録を行い、公開するこ

とにより、活用希望者とのマッチングを図る取組みをいう。 

⑵ 登録空き家 センターが売買、賃貸等による活用に支障がない旨を確認し

た後に、登録物件台帳に登録された空き家をいう。 

⑶ 登録予定空き家 空き家バンクへの登録を予定している空き家をいう。 

⑷ 所有者等 登録予定空き家の所有権又は売却若しくは賃貸を行うことがで

きる権利を有する者をいう。 

⑸ 登記手続等 空き家バンクへの登録を目的とした相続、表示登記等の不動

産登記をいう。 

⑹ 活用希望者 空き家バンクの利用を希望し、空き家バンク活用希望者登録

を完了した者をいう。 

⑺ 定住 本市の住民基本台帳に記録され、５年以上継続して新たに購入又は

賃借した登録空き家に生活の本拠地を置くことをいう。 

⑻ 改修 内外装、玄関、居室、台所、浴室、便所等を対象とした改修をい

う。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号

に掲げるものとする。 

 ⑴ 登記手続等に係る事業 
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 ⑵ 改修に係る事業 

 （補助対象空き家） 

第４条 前条第１号の補助金の交付の対象となる空き家（以下「補助対象空き

家」という。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 登録予定空き家であること。 

 ⑵ 個人が所有しているものであること。 

２ 前条第２号の補助対象空き家は、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。 

 ⑴ 登録空き家であること。 

 ⑵ 登録空き家の改修を行った後の住宅又は住宅の用に供する部分は、居室の

ほか、生活に必要な水廻り（台所、浴室、便所）を備えていること。 

 （補助対象者） 

第５条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、本市

の市税の滞納のない者のうち、いわき市暴力団排除条例（平成24年いわき市条

例第41号）第２条第２号に規定する暴力団員又は同条第７号に規定する社会的

非難関係者に該当しない者であること。 

２ 第３条第１号の補助対象者は、補助対象空き家の所有者等又はその相続人で

ある者とする。 

３ 第３条第２号の補助対象者は、活用希望者であって、自らが居住するために

令和３年４月１日以降に購入又は賃借する者とする。 

 （補助対象経費） 

第６条 第３条第１号の補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」

という。）は、次の各号に掲げる費用とする。 

 ⑴ 補助対象空き家の不動産登記に係る登記手数料相当額 

 ⑵ 不動産登記を行う資格を有する司法書士等に係る委託料 

 ⑶ 補助対象空き家の相続登記に係る戸籍謄本、住民票などの手数料相当額及

び通信運搬費等 

２ 第３条第２号の補助対象経費は、補助対象者が行う補助対象空き家（併用住

宅の場合にあっては、住宅の用に供する部分に限る。）の改修に係る費用と

する。 

 （補助金の額） 

第７条 補助金の額は、次の各号に掲げるものとし、1,000円未満の端数がある

場合は、これを切り捨てるものとする。 

 ⑴ 第３条第１号の補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額

（当該乗じて得た額が５万円を超えるときは５万円）以内とする。 
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 ⑵ 第３条第２号の補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額

（当該乗じて得た額が50万円を超えるときは50万円）以内とする。 

 （補助金の交付の申請） 

第８条 規則第４条第１項の規定により補助金の交付の申請をするものとする。

この場合において、同項の補助金等交付申請書は補助金等交付申請書（第１号

様式）、同項第１号の事業計画書は事業計画書（第２号様式）とし、同項第４

号に規定する書類（以下「交付申請書の添付書類」という。）を添付するもの

とする。 

２ 第３条第１号に係る交付申請書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 位置図 

⑵ 登記手続等に係る事業における誓約書（第３号様式） 

⑶ 登記事項証明書（未登記の場合は、資産に関する証明書又は固定資産税納

税通知書等の写し） 

⑷ 申請者の納税証明書（第４号様式） 

⑸ 補助対象経費の内容が確認できる見積書 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 第３条第２号に係る交付申請書の添付書類は、次のとおりとする。 

⑴ 位置図 

⑵ 改修に係る事業における誓約書（第５号様式） 

⑶ 申請者の住民票の写し 

⑷ 申請者の納税証明書（第４号様式） 

⑸ 補助対象経費の内容が確認できる見積書（内訳明細書を含む）、図面及び

改修箇所の写真 

⑹ 売買契約書又は賃貸借契約書の写し 

⑺ 承諾書（第６号様式）（賃借の場合に限る） 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

４ 規則第４条第１項第２号及び第３号に規定する書類は、同条第２項の規定に

より省略するものとする。 

 （指令前着手の禁止） 

第９条 補助対象者は、規則第５条第１項に規定する決定を受ける前に、補助対

象工事に着手してはならない。 

 （交付の条件） 

第10条 規則第５条第２項に規定する交付決定の条件は、次の各号に掲げるとお

りとする。 

 ⑴ 補助金の交付の目的以外に補助金を使用しないこと。 
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 ⑵ 補助金の交付申請年度の４月１日以降に補助対象事業の契約を締結し、当

該交付年度内に事業を完了すること。 

 ⑶ 補助対象空き家は過去に当該事業による補助を受けていないこと。 

２ 第３条第１号に係る交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 登記手続等が完了後、空き家バンクへ物件登録申込みを行い、当該申込み

書の写しを実績報告書に添付すること。 

３ 第３条第２号に係る交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 補助対象空き家に定住すること。ただし、療養、就職若しくは進学により

転出するとき、又は死亡したときは、この限りでない。 

 ⑵ ３親等以内の親族間での売買又は賃貸借でないこと。 

 （事業計画変更の承認） 

第11条 規則第７条第１項に規定する事業計画変更の承認は、補助金の交付決定

があった日の属する年度の２月末日までに受けなければならない。 

 （軽微な変更） 

第12条 規則第７条第１項に規定する軽微な変更は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 補助対象事業の内容を実質的に変更するものではなく、その細部について

の変更 

⑵ 補助金の額の変更を伴わない、補助対象経費の変更 

 （実績報告） 

第13条 補助対象者は、補助対象事業が完了したときは、当該完了の日から15日

以内又は補助金の交付決定があった日の属する年度の末日のいずれか早い日ま

でに、規則第12条の規定により市長に実績を報告するものとする。この場合に

おいて、同条に規定する補助事業等実績報告書は補助事業等実績報告書（第７

号様式）とし、同条第２号に規定する書類（以下「実績報告書の添付書類」と

いう。）を添付するものとする。 

２ 第３条第１号に係る実績報告書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 契約書又は請求書の写し 

 ⑵ 領収書の写し 

 ⑶ 登記手続等が完了したことが分かる登記事項証明書の写し 

 ⑷ 空き家バンクへ提出した物件登録申込み書の写し 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 第３条第２号に係る実績報告書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 契約書又は請求書の写し 

 ⑵ 領収書の写し 

 ⑶ 改修した箇所を明記した図面 
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⑷ 改修した内容が分かる写真（着手前、工事中及び工事完了後） 

 ⑸ 転入又は転居後の申請者の住民票の写し 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

４ 規則第12条第１号に規定する書類は、同条ただし書きの規定により省略する

ものとする。 

（財産の処分の制限） 

第14条 規則第17条ただし書きに規定する市長が定める期間は、５年間とする。 

 （状況の報告） 

第15条 第３条第２号の補助対象者は、事業完了日の属する年度の翌年度から起

算して５年間における居住の継続状況を、いわき市空き家バンク活用支援事業

補助金状況報告書（第８号様式）により毎年度末までに市長へ報告しなければ

ならない。 

 （会計帳簿等の整備等） 

第16条 補助金の交付を受けた者は、補助金の収支状況を明らかにした書類を整

備し、補助事業の完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存し

ておかなければならない。 

 （補則） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月22日から実施する。 


